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中国の低所得者向けの公共住宅政策に関する研究 
─北京の事例を通して─ 
 
斉 派 
【修士論文概要書】 
 
1. 研究の目的とその背景 
 
中国では、1987年改革開放以来、様々な経済体制改革の下で、私有財産と住宅の商品属
性が認められ、都市における住民の居住環境は改善することになった。しかし、現在、都
市部において、中、低所得者の居住問題は依然きわめて深刻な状況にある。全国都市低所
得者家庭においては、少なくとも1000万戸が、一人当たり居住面積10㎡未満の状態に置か
れている（2015年現在）。新時代に入った中国においては、経済発展と民生改善を目指し、
より多くの人々に均等な公共サービスを享受させることによって、全面的な小康社会の建
設という目標の実現に向け、都市における不足する住宅の供給や劣悪な居住環境の改善な
ど大きな課題を解決するために、中国の国情に合致した住宅供給体制が早急に構築される
必要があった。中国政府は、低所得者向け住宅を提供する公共住宅政策を実施すべく、2007
年から保障性住宅の建設を始めることになった。 
本論文では、低所得者層の増加と保障性住宅の建設量が追いつかない現状、および住宅
価格の高騰と中間所得層の住宅取得能力の低下など諸課題、それによって惹起される様々
な社会問題を踏まえて、なかでもその低所得者の居住状況の現状を検討し、その住宅問題
はどのように起こるのかなぜ起こるのかを明らかにする。その上で、居住の権利を保障し
なければならない政府による住宅対策の現状を検討する。そして、高騰する住宅価格を抑
制し、住宅問題の解消及び居住水準の向上をはかる公共住宅（保障性住宅）制度の重要性
について考察し、中国における住宅政策の方向性を明らかにしたいと考える。以上が本研
究の目的である。 
本論文においては、都市政策の立場に立って、まず既存研究などに拠りながら全国の土
地制度、住宅政策の変遷を明らかにし、それが抱える諸課題について検討を行った。中国
の保障性住宅制度が、高騰する不動産市場価格の下に、都市部の若者たちの住宅困難をは
じめとする住宅不足問題をどのような仕組みによって解決しようとしているのか、またし
ているのか、との問いを焦点にして、土地制度や住宅政策の展開を検討し、中国都市部の
公共住宅政策の特徴、現状、課題を明らかにした。さらに、その整理や検討を踏まえ、特
に課題が集中する大都市の低所得者向けの保障性住宅を取り上げて、ケーススタディやア
ンケート調査などを行った。最近の政策動向と供給実態を把握するために、中国の首都で
あり、多民族共生の歴史があり、外来人口が激増し、高学歴の人材と普通労働者が並存し、
所得格差が大きい北京市を取り上げ、中国において住宅保障制度が最も整備された都市の
一つとして、その事例を検討、考察した。そして、現行の公共住宅制度の実績を認めた上
で、現状における問題点を海外の事例と対照しながら、現代中国ならではの独自性と普遍
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性に配慮し、今後の公共住宅政策のあり方を提示している。 
 
2. 研究の内容（章別の要旨） 
 
まず、第1章「中国の住宅政策の現状と課題－既存研究による分析－」では、各種文献調
査検討によって、中国の土地供給制度及び住宅供給体制についてその内容と改革の変遷を
分析し、現在中国が抱えている住宅問題の現状を把握し、本論文で取り組むべき課題の背
景を分析している。ここでは、有力な既存研究は、高騰する住宅価格が低所得者の住宅困
難の最大の原因と主張しているが、本論文では歴史的に残されている要因に着目し、その
運営管理の仕組みに大きな課題があると考えた。戸籍制度の制限によって、外来の人材や
労働力は住宅価格を恐れ、劣悪な環境で暮らし、都市とのつながりを失い、人材の保留、
都市の開発、また文化の多様性、政権、社会の安定に公共住宅（保障性住宅）の役割は重
大であることを明らかにしている。 
第2章「中国における保障性住宅－政策展開－」では、保障性住宅政策の展開を検討して
いる。その分析の手段としては、おもに中国の政府機関が公布発行した大量の政令や政策
文書など各種資料や関係行政機関の担当官僚、不動産会社の役員に関するインタビュー調
査などを利用した。その調査結果に基づき、保障性住宅政策の展開や様々な改革の内容か
ら現在の保障性住宅の供給計画やその成果について検討し、また企画段階から建設、販売、
入居までのプロセス、各部署の役割と協力の仕組みを明らかにすることによって、部分的
ながら低所得者向けの公共住宅政策の特徴を明らかにしている。 
まず、中国における保障性住宅の形成プロセスと位置づけを論じ、そして、中国の公共
住宅供給の主体、規模、資金供給、位置付け、分配制度など、中国の保障性住宅の特徴を
明らかにした。また、都市間の格差が存在するから、保障性住宅の供給モデルは一律には
論じることができないといえるが、ここでは、住宅困難問題が深刻になっている北京市、
上海市など大都市を取り上げ、大都市における独自的な供給モデルを検討し、保障性住宅
の現状と課題を考察する。 
第3章「北京市における保障性住宅－制度分析－」では、北京市の保障性住宅制度と供給
システムを明らかにするために、北京市都市計画展覧館で資料を収集した。また、北京市
の不動産開発、土地利用の現状を明らかにするため、北京住房和城郷建設委員会編の『北
京市房地産年鑑2016』を政府公表データとして使用した。そして、北京市の住宅制度改革
に詳しい元北京市石景山区人民代表大会常務委員会の主任を勤めた王建国氏と保障性住宅
建設の担当企業康泰不動産の社長郭強氏にインタビュー調査を行った。さらに、最新の入
居制度などについては、北京市政府ホームページ「首都之窓」、北京市住宅城郷建設委員会
のホームページを利用した。  
本章においては、北京市の保障性住宅（経済適用住宅や価格制限住宅など）の申請方法
の整理を通じて、各種保障性住宅の位置づけと役割を明らかにしている。さらに、地価が
高騰していることから、北京市が中心市街地の改造による住宅の立ち退き需要、外来人口
の居住環境改善など複雑で特殊な課題に対して設けている、最新の保障性住宅政策である
合作型保障性住宅、自住型商品住宅、所有権共有住宅について検討した。その最新の保障
性住宅では、異なった所得階層が同じコミュニティーで暮らすことになり、居住者にとっ
て、住宅の資産価値や安全面の問題、公共空間の維持費などに関する問題を抱えることに
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なる点を指摘している。 
第4章「北京市回龍観地区保障性住宅の事例分析」では、第1章、第2章、第3章で指摘し
た供給制度の問題、貧富格差による問題に着目し、保障性住宅の建設運営の実際を理解す
るために、北京市の一地区を事例として取り上げて、北京市にある大規模住宅地―回龍観
地区を対象に、筆者独自の住民アンケート調査及びヒアリング調査を実施した。この調査
では、住民の特徴および居住環境の満足度などを明らかにした。その調査を補完するため
に、現地で数度にわたりヒアリングなどフィールドワークを実施した。そのデータに基づ
いて、生活インフラ面の住宅の質、居住者の収入、交通利便性、コミュニティーの維持管
理が今後の保障性住宅政策における重要なポイントであると指摘した。なお、既存研究で
は、この種の住民意識調査・実態調査の実施やそれに基づく分析はあまり見られない。 
第5章「これまでの保障性住宅政策の分析」では、各章の結果をまとめた上で、現代中国
の保障性住宅の供給システムを分析し、既存研究で指摘される住宅政策を巡る問題点とし
て、保障性住宅における公的資金の運用のあり方を検討した。中国だけではなく、海外の
公共住宅の先進事例、ここでは日本の公営住宅の仕組みと比較して、住宅供給システムに
存在する問題とその解決方法を簡単ながら整理した。その結果に基づき、中国の戸籍制度、
経済体制、政治体制及び市民意識を含め、総合的に考慮した政策方針が必要であり、中央
政府の主導体制から自治体や民間企業の参加による官民連携の体制への転換が求められる。
この主張は、昨年打ち出された所有権共有住宅と同一立場となっている。 
以上のように本論文では、中国の住宅政策、特に保障性住宅の現状と課題を分析し、中
国の行政体制における政策の制定、運営、管理上には欠陥が存在しており、それが現在の
保障性住宅制度の課題であることを明らかにした。ここで得られた調査結果や分析結果は、
今後の政策や改革の方向性を提示することとともに、中国の都市計画、住宅政策に関する
研究の発展に有意義な資料となると考える。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
